1． 取引の安全を確保する制度

　企業のなす取引行為は迅速に且つ安全になされねばその発展を望むことはできない。そこで商法は企業の取引行為の安全を確保するために次のような主義および制度を採用している。

①公示主義･･･公示主義とは、企業に対し、取引関係に立つ第三者に対し予め知らせておく必要のある重要な事項を一般的に公示させ、一定の事実の存在、不存在を一般に周知させることによって取引の安全と迅速を期そうとする主義をいう。

　②外観主義･･･外観主義とは、表示された事実と真実が一致しない場合に、その外観的事実を正当なものと信頼して取引行為をなしている者を保護するために、その外観に優位を与えて行為の効力を決定しようとする主義をいう。

　③厳格責任主義･･･厳格責任主義とは、商取引の安全確実を期するために、当事者、とくに企業者に対して厳格な義務あるいは責任を負わしめる主義をいう。

2． 外観主義に関する規定

①商号読用者の責任

　営業の譲受人が譲渡人の商号を読用する場合には、債権者を保護するために、譲受人は譲渡人の営業によって生じた債務について譲渡人と連帯して弁済の責任を負う。

　営業譲渡が行われたとしても、譲受人は第三者との関係では依然債務者であり、譲受人は債務引受けをしなければ債務者となることはない。しかし、営業譲渡がされ、譲渡人の商号が譲受人によって読用されているのであれば、債権者には営業主が交替したことを知らない者もいるであろうし、また営業主の交替を知っていたとしても譲受人が債務の引受けをしたと考える者もいるであろう。そこで、譲受人が譲渡人の債務について引き受けざる登記をするか、または債権者に対して債務を引き受けない旨の通知をしない限り譲受人の営業によって生じた債務について譲受人は連帯して弁済の責任を負う。

　この譲受人の責任は、外観を信頼した者を保護するために認められたものであるから、営業譲渡が無効または取り消されたとしても、債権者が善意であるかぎり、譲受人は責任を免れることができない。

　商号の読用とは、完全に同一の商号である必要はなく、個人企業から会社が営業を譲り受け、商号に会社の種類を表す文字を付加したとしても、商号の読用にあたる。

　商業の読用によって譲受人が負う責任は、営業譲渡の後２年内に請求または請求の予告をしない債権者に対しては、２年の除斥期間の経過により消滅する。

　②不実登記の責任

　商業登記は登記された内容とその事実とが合致する場合に、商業登記の効力が生ずるものである。しかし、不実の事項が登記された場合にはなんら効力が生じないとすると、取引が大量かつ、反復的な商取引においては、そのつど相手方の登記事項が真実であるか否かを調べなければならず、著しく取引の円滑性を阻害するものであり、また、取引の後に登記が事実に反するから無効であると主張を認めることになり、取引の安全を害することになる。そこで、商法は、登記と事実とが相違する場合、故意または過失によって不実の事項を登記した者が不実なる旨を善意の第三者に対抗できないとした。

　このことによって、登記に一種の公信力を認めたことになる。すなわち、登記申請者の故意または過失を要件とするが、登記を信頼した者を保護するため、事実と異なる登記に公信力を認めたことと考えられる。

　不実登記の要件は不実の登記が登記申請者の故意または過失によってなされたものであることを要する。したがって、不実の登記が登記官の誤認による場合や第三者による虚偽の申請の場合には、その効力は生じないことになる。ここにおいて、故意とは、不実であることを知りながら登記をした場合であり、過失とは、不注意によって不実を知らないで登記をした場合である。

　③名板貸しの責任

　名板貸しとは、ある者が（名板貸人）が自己の氏、氏名または商号を使用して営業をなすことを他人（名板借人）に許諾することをいう。名板貸は営業免許を受けた者が営業免許のない者にその名称を貸すことにより、営業を可能にしようとしたものであるが、今日では、単に名板借人に名板貸人が信用を付与するために行われることがある。

　名板貸人は、この者を営業主と誤認にて取引をした相手方に対して、その取引によって生じた債務につき、名板借人と連帯して弁済する責任を負う。この規定は、外観を信頼して取引をした第三者を保護するためのものである。

